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はじめに － ＮＲＩにおけるマイナンバー制度への取組み

■民間サービスとしての制度具体化
・マイナンバー 預かり管理数 約１５００万件

（２０１８．１０月末現在）

・公的個人認証 署名検証サービス
・民間送達サービス

南側洋司（みなみがわようじ）
マイナンバー事業部 ＧＭ
制度の民間普及、基盤構築を目指し、
民間サービスの事業化を推進。

【略歴】
２０００年 ＮＲＩ入社 証券ソリューション事業本部
２００９年 ＮＲＩ認定プロジェクトマネージャー（ＣＰＭ）
２０１３年 〃 認定ビジネスデベロッパー（ＣＢＤ）
２０１５年 マイナンバー事業の立上げ。事業推進担当

デジタル・ガバメント構想の民間側での実現を推進
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マイナンバー関連分野の全体スケジュール

２０１６年よりマイナンバーの社会保障・税分野での利用開始
マイナンバーカードの利用や、マイナポータルの運用もスタート

マイナンバー

マイナンバー
カード

番
号
通
知

２０１６年 ２０１７年 ２０１８年 ２０１９年 ２０２０年

マイナンバー利用
（社会保障、税、災害対策分野）

（２０１７年７月より） 行政機関間の情報連携

（２０１８年１月より） 預貯金口座への付番

マイナンバーカードの利用開始
（社会保障、税、災害対策分野）

健康保険証
としての利用
（２０２０年

から運用開始）

マイナ
ポータル

マイナポータルの運用
（２０１７年７月１８日から試行運用開始）

⇒全国民が持つことができるポータルサイト

現在
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現年課税化により増加する事務負担および解決の方向性

マイナンバー関連インフラを活用した現年課税化の事務負担増への対応策

１/１時点の住所地の正確な把握

全従業員の１/１時点の住所地を正確に把握し、
課税団体を確定する必要あり。

個人住民税の税額計算・年末調整

毎月の給与額に応じた税額を計算し、１/１時点の住所
の市区町村に納付する事務が発生。年末調整時は
自治体により異なる税率で計算の必要あり。

住民税の確定申告

所得税の確定申告を行う者や自営業者等について、
１/１時点住所の市区町村に確定申告を行う必要あり。

住民への還付事務

確定申告により市区町村から住民へ還付事務が多発。

現年課税化による事務負担増 課題解決の方向性

マイナンバーカードを活用した
住所情報の把握

マイナポータルを活用した
納税手続きの簡素化

上記デジタル化の普及による
還付事務の電子化・効率化

１

２
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マイナンバーカードの構成

マイナンバーカードに組み込まれたＩＣチップに電子証明書が存在

マイナンバーカードを活用した住所情報の把握
１
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民間のサービス事例

マイナンバーカード電子証明書読み取りにより、証券口座開設時等の本人確認を簡素化

マイナンバーカードを活用した住所情報の把握
１
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マイナポータルとは

マイナンバーカードでログインできる国民向けポータル。２０１７/１１に本格運用開始

①民間送達サービスとの連携
行政機関や民間企業等からのお知らせなどを民間の送達サービスを活用して受け
取ることができます。

②公金決済サービス
マイナポータルのお知らせからネットバンキング（ペイジー）やクレジットカードでの公
金決済が可能となります。

③自己情報表示（あなたの情報）
行政機関等が保有するあなたの個人情報を検索して確認することができます。

④お知らせ
行政機関等から配信されるお知らせを受信することができるようになります。

⑤よくある質問／問い合わせ登録
操作方法に関するＦＡＱを確認したり、問い合わせができます。

⑥サービス検索・電子申請機能（ぴったりサービス）
子育てに関するサービスの検索やオンライン申請（子育てワンストップサービス）が可
能となります。

⑦情報提供等記録表示（やりとり履歴）
あなたの個人情報を、行政機関同士がやりとりした履歴を確認することができます。

⑧もっとつながる（外部サイト）
外部サイトを登録することで、マイナポータルから外部サイトへのログインが可能にな
ります。

⑨代理人メニュー
本人に代わって代理人がマイナポータルを利用できます。

マイナポータルを活用した納税手続きの簡素化
２



Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. 8

民間送達サービスとは

民間送達サービスe-私書箱は、民間企業がマイナポータルと繋がるためのGWサービス

民間企業等

銀行

証券会社

保険会社

事業者

公的機関等

市区町村

国税庁
(e-Tax)

：

：

オンライン化/手続きワンストップ

認証連携
ＡＰＩ連携

国民

就労証明書

年間取引
報告書

年間取引
報告書

保険料控除
証明書

マイナポータルを活用した納税手続きの簡素化
２

ＮＲＩ民間送達サービス
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給与明細のマイナポータル連携

ＮＲＩでは給与明細のマイナポータル連携を実現、e-私書箱上で給与明細確認が可能に

マイナポータルを活用した納税手続きの簡素化
２

民間企業等

銀行

証券会社

保険会社

NRI

認証連携
ＡＰＩ連携

ＮＲＩ社員

給与・源徴

年間取引
報告書

年間取引
報告書

保険料控除
証明書

ＮＲＩ民間送達サービス

従来は紙での交付
または企業システムへのアクセス

マイナポータルから
給与明細参照が

可能に

将来的に
連携対象は拡充
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納税申告の簡素化

財務省は納税申告簡素化策として、民間送達サービスの活用を前提に調達作業を準備

引用）第2回 納税環境整備に関する専門家会合（2018年10月29日）資料

マイナポータルを活用した納税手続きの簡素化
２
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納税申告の簡素化

従来は生保会社からの証明書類を紙で添付して、企業人事部に提出。
民間送達サービスの情報を、企業人事システムへ連携し、年末調整の電子化を実現

社員（国民）金融機関

生保会社

銀行

企業

紙保管・
煩雑な手続

 各種証明書の
事務関連コストが発生

 年末調整必要書類の
管理

 証明書の紙添付

各種証明書

証明書

紙保管・
膨大な業務

 膨大な添付書類収集
 フォーマットが異なる
添付書類の目視チェック

 帳票の紙保管

年末調整申告

申告書 証明書

社員（国民）金融機関

生保会社

銀行

企業

 各種証明書の
事務関連コスト削減

各種証明書
電子的送付

証明書
データ

年末調整申告

申告書

民間送達 マイナ
ポータル

証明書
データ

 証明書データをマイナ
ポータル経由で連携
（完全電子化）

 データ化により
目視チェック効率化

 添付書類のデジタル管理

現在の年末調整手続き

年末調整手続き完全電子化（2020年10月）

認
証
連
携

国
税
・
地
方
税
当
局
へ

国
税
・
地
方
税
当
局
へ

マイナポータルを活用した納税手続きの簡素化
２
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まとめ

マイナンバーカード普及やITインフラ拡充が進む事で手続きの電子化・簡素化が進展、
将来的に現年課税化のハードルが下がる可能性も

現年課税化
課題解決の方向性

マイナンバーカードを活用した
住所情報の把握

マイナポータルを活用した
納税手続きの簡素化

１

２

マイナンバー関連インフラ
官民の取り組み

・健康保険証との一体化
・自治体プレミアムポイント付与、など

・控除証明書類の電子化、など

・マイナンバーカード個人認証サービス、など

・社会保険・税手続きのワンストップ化
・法人設立全手続きのワンストップ化、など

マイナンバー
カード普及

マイナポータル
利活用拡大

【本日デモ】

官

官

民

民

カード普及・ポータル拡充により将来的に現年課税化実現へ
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まとめ

手続きの電子化は今後さらなる進展が想定される。官民一体のデジタル・ジャパン実現へ

生活者 従業員

投資家・契約者
デジタル化
経験機会の拡大

金融機関

民間事業者
公務員組織

自治体
医療機関
商店 通院・受診

電子マネー決済

住民票

出生・死亡届

財産相続

介護

年末調整

控除申告

就労証明

給与明細

本事例での
取組領域

配当金受取り

取引報告書

新規口座開設

確定申告

保険控除証明

第9回 Pitch to the Minister 懇親会“HIRAI Pitch”資料






